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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

３ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第100期中 第101期中 第102期中 第100期 第101期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 17,760,576 17,630,278 17,798,037 36,426,852 36,860,214

経常利益 (千円) 824,307 565,922 745,024 1,652,464 1,571,647

中間(当期)純利益 (千円) 552,378 396,399 536,246 916,074 962,200

純資産額 (千円) 16,628,385 18,273,178 19,547,685 17,849,755 19,250,627

総資産額 (千円) 38,372,597 40,134,128 42,295,828 40,574,831 43,449,274

１株当たり純資産額 (円) 714.67 766.11 819.66 765.31 806.03

１株当たり 
中間(当期)純利益

(円) 23.96 17.06 23.05 37.97 41.36

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) 23.81 17.00 23.02 37.80 41.27

自己資本比率 (％) 43.3 44.4 45.1 44.0 43.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 1,215,166 1,618,269 1,380,368 3,182,766 3,662,659

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △2,273,305 △2,133,610 △1,976,156 △3,939,166 △3,849,260

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 196,407 △271,946 △321,401 199,726 629,952

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 2,115,131 1,698,307 2,003,593 2,420,923 2,926,040

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
678
(188)

679
(203)

681
(198)

667
(195)

662
(207)



(2) 提出会社の経営指標等 
  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２ 「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間(当期)純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純

利益」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載を省略しております。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号）を適用しております。 

４ 従業員数は、就業人員数を記載しております。 

  

回次 第100期中 第101期中 第102期中 第100期 第101期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 16,906,954 16,993,574 16,929,596 34,513,342 35,288,290

経常利益 (千円) 550,599 283,866 290,141 1,451,069 1,070,928

中間(当期)純利益 (千円) 240,512 150,340 122,107 700,148 563,181

資本金 (千円) 4,733,160 4,747,020 4,753,085 4,733,160 4,751,970

発行済株式総数 (株) 23,549,200 23,591,200 23,611,200 23,549,200 23,606,200

純資産額 (千円) 14,484,358 15,399,282 15,839,716 15,619,262 16,069,641

総資産額 (千円) 34,397,239 36,013,613 36,437,123 36,558,724 37,860,161

１株当たり配当額 (円) 6.00 6.00 6.00 13.0 13.0

自己資本比率 (％) 42.1 42.8 43.4 42.7 42.4

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
567
(141)

562
(149)

553
(150)

551
(144)

546
(148)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

なお、SRN Sound Proof Co.,Ltd.については、重要性が増したため、当中間連結会計期間より持分法適

用会社に含めております。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

(平成19年９月30日現在) 

 
(注）１ 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であり、臨時従業員数は( )内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

２ 臨時従業員数には、期間雇員、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いて記載してお

ります。 

３ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているも

のであります。 

  

(2) 提出会社の状況 

(平成19年９月30日現在) 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時

従業員数は( )内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 臨時従業員数には、期間雇員、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いて記載してお

ります。  

  

(3) 労働組合の状況 

労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

塗料関連事業 188 ( 32)

自動車製品関連事業 458 (162)

全社(共通) 35 ( 4)

合計 681 (198)

従業員数(名) 553 (150)



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、堅調な企業収益を背景とした設備投資の増加や雇用環境の

改善が見られ、緩やかな回復基調で推移いたしましたが、原油価格の高騰やサブプライムローン問題に端

を発する米国景気の減速懸念等先行き不透明感を払拭できない状況が続いております。 

 塗料業界におきましては、国内塗料需要は、出荷数量・出荷金額ともに前年同期をやや上回る見込みで

す。一方、当社の主要な需要先である自動車産業におきましては、国内生産台数は前年同期を0.9％下回

る水準で推移しました。 

 このような経営環境のもと、当社グループは、顧客ニーズに合致した環境対応型製品や価格競争力のあ

る新製品の開発に精力的に取り組み、積極的な拡販活動を展開してまいりました。 

 また、原油価格の高騰による原材料費アップの影響に対し、製品への価格転嫁、各部門での懸命な原価

低減および経費削減努力を強力に推進し、収益の改善に取組みましたが、十分にはカバーできず、営業利

益は前年同期比減益を余儀なくされました。一方、海外を主体とした持分法投資損益の増加等により、経

常利益および中間純利益は前年同期比増益となりました。 

 以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は177億9千8百万円(前年同期比1.0％増)、営業利益は2千7百

万円（同80.1%減）、経常利益は7億4千5百万円（同31.6％増）、中間純利益は5億3千6百万円（同35.3％

増）となりました。 

前年同期との比較については、以下のとおりであります。 

  

 
  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

①塗料関連事業 

塗料関連事業におきましては、引き続く原油価格の高騰による原材料値上げの影響により製品への売

価是正等の収益改善を図るとともに、競争の激しい市場での需要低迷の中、打開すべく新製品の上市投

入ならびに生産合理化による原価低減とサービス向上の改善を行っております。 

 当部門の売上高を品種別に見ますと、合成樹脂塗料では内外装用塗料の激化する価格競争の中でシェ

アを落とし対前年同期比4.8％減少しました。屋根用塗料では、遮熱塗料シリーズのラインナップの拡

充に伴い前年同様好調に推移しており、遮熱シリーズの追加上市および一般汎用塗料の安定化により対

前年同期比増加しました。 

 床材関係は前年同様に公共施設物件が大幅減少の中で、中部地区を中心とした好業績企業の設備投資

の増強による工場需要の増加が大幅に寄与し対前年同期比4.1％増加しました。防水材につきまして

は、天候不順の影響と価格競争が激しく、当社の主力であるウレタン及びFRP防水の売上が減少し対前

年同期比では5.4％減少しました。 

 工業用塗料では、航空機用塗料は民間機及び防衛省関連機の塗替需要が安定化し、対前年同期比微増

となりました。工事施工部門では、改修工事等の増加を主因に工事売上高は前年同期比36.9％と大幅に

増加しました。 

 この結果、当事業の売上高は57億５千１百万円となり、対前年同期比5.2％の増収となりました。 

  

売上高 
（百万円）

営業利益
（百万円）

経常利益
（百万円）

中間純利益 
（百万円）

平成19年9月中間期 17,798 27 745 536

平成18年9月中間期 17,630 140 565 396

増減率（％） 1.0 △80.1 31.6 35.3



①自動車製品関連事業 

自動車製品関連事業におきましては、自動車輸出が相変わらず好調であるものの、自動車国内需要が

前年に比べて減少傾向にあり、さらに地震による自動車生産への影響も加わり、国内自動車生産台数は

前年をやや下回る水準で推移しました。 

 このような状況下で、制振材につきましては、自動車全体の中での小型車や軽自動車へのシフトや環

境問題対策としての軽量化検討等により、自動車一台あたりの製品使用量は減少傾向にあります。その

結果、制振材の売上高は前年同期比8.4％減少しました。 

 吸遮音材につきましては、超軽量防音システム部品「リエタ・ウルトラライト」が自動車メーカー各

社からの高い評価を得て、その市場シェアは堅調な伸びを続けております。また、車室内やエンジンル

ーム内の各種防音部品の販売も好調に推移しております。しかし、自動車メーカーや車種にもよります

が、自動車生産台数が前年同期を下回り、吸遮音材全体の売上高は前年同期比2.6％減少しました。 

 防錆塗料につきましては、水系塗布型制振材や耐チッピング塗料、さらに車体シーリング材の採用拡

大で、売上高は前年同期比20.2％増加しました。 

 この結果、当事業の売上高は120億４千７百万円となり、前年同期比1.0％の減収となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物（以下「資金」という）は20億３百万円となり、前連結

会計年度末より９億２千２百万円減少しております。 

 当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは13億８千万円（前年同期比２億３

千７百万円減少）となりました。収入の主な内訳は、税金等調整前中間純利益６億８千４百万円、減価

償却費11億９千３百万円及び売上債権の減少額５億７千９百万円であり、支出の主な内訳は、仕入債務

の減少額７億２千２百万円及び法人税等の支払額１億１千８百万円であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動の結果使用したキャッシュ・フローは19億７千６百万円（前年

同期比１億５千７百万円減少）となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出19億２千５百

万円、関係会社株式等の取得による支出１億１千万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動の結果使用したキャッシュ・フローは３億２千１百万円（前年

同期比４千９百万円増加）となりました。これは主に、長期借入金の返済１億４千４百万円、配当金の

支払額１億８千２百万円によるものであります。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ 金額は販売価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当グループは受注による生産は僅かであり、主として見込生産によっておりますので、受注ならびに

受注残高について特記すべき事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりでありま

す。 

  

 
(注) １ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合。 

  

 
３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

塗料関連事業 3,203,061 101.6

自動車製品関連事業 7,957,153 98.1

合計 11,160,214 99.1

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

塗料関連事業 5,750,072 105.2

自動車製品関連事業 12,047,964 99.0

合計 17,798,037 101.0

相手先

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

㈱中外 3,553,135 20.15 3,899,248 21.91

本田技研工業㈱ 2,536,399 14.39 2,578,536 14.49



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループの研究開発活動は、「創意工夫」「顧客に信頼される製品の開発」を基本理念として、積

極的な開発に取り組んでおります。 

 研究開発活動につきましては、主に当社の開発本部が行っております。 

 自動車製品関連事業においては、海外の技術提携企業と密接な連携を保ち、迅速的な開発体制を整え、

研究開発活動を行っております。 

 当中間連結会計期間に支出した当社グループ全体の研究開発費の総額は５億４千５百万円であり、中間

連結売上高に対する割合は3.1％であります。 

 事業のセグメント別の主な研究開発活動の概要及び成果は次のとおりであります。 

  

（１）塗料関連事業 

塗料関連開発分野では、地球環境や人体の安全性に配慮した各種の環境対応型塗料や、遮熱技術を屋

根、外壁、屋上、床に応用した省エネ塗料を重点テーマとし、製品開発を進めてまいりました。また、原

材料価格の高騰に対応すべく、塗料製造工程の見直しによる合理化を積極的に推進し、原価低減を実施し

ました。 

 屋根材関連では、アスベスト含有のスレート屋根の塗替えを可能とした工法の開発に注力しました。ま

た、すでに商品化している「NTスラリー瓦塗替え工法」の上塗として、新たに高耐久性のシリコンタイプ

の塗料と遮熱塗料をラインアップに加えました。 

 塗り床材関連では、当社の主力製品である厚膜エポキシ塗り床材「ユータックE-30」を改良し、毒劇物

の除去と低臭化を実現した「ユータックE-30N」を商品化しました。また、既存の下地の風合いを生かし

て防滑仕上げが可能な「ユータックシリコンクリヤー」を開発し、商品化しました。 

 防水材関連では、従来塗装することが困難であった、劣化した塩化ビニル製防水シートに優れた密着性

を有する「NT塩ビシートプライマー」を商品化し、同シートの塗替えを可能にしました。さらに、国土交

通省X-1に準拠した工法や、すでに商品化している「プルーフロンエコシステム」にも使用可能で、優れ

た作業性を発揮する「プルーフロンNT-FタックシートS」も商品化しました。 

 工業ユーザー向けには、高い耐久性を有する瓦用有機・無機ハイブリッド型水性塗料の採用が拡大しま

した。また、優れた耐候性とコストパフォーマンスを有するサイディングボード用水性塗料も開発し、採

用されました。 

 当中間連結会計期間における研究開発費の金額は１億２千５百万円であります。  

  

（２）自動車製品関連事業 

自動車製品開発分野では、環境、安全を主要なテーマに、魅力ある製品開発に取り組みました。また、

自動車メーカーのグローバルな展開に合わせ、積極的な海外事業の展開を支援するため関連会社への技術

支援、技術移転を積極的に図り技術の現地化に努めました。 

 基礎研究では、国内自動車メーカーとの先行技術開発を積極的に進め、車体構造を含めた新しい防音構

造の研究に成果を上げております。主要な防音技術以外の熱対策技術や車両走行性能の改善に寄与できる

部品分野の技術開発にも取り組んでおります。 

 製品開発全般では、開発期間の短縮や開発工数の削減を目的に、設計初期段階から先進のデジタル技術

を活用した効率的な開発に取り組んでおります。さらに、重点開発分野では組織を越えた横断的なプロジ



ェクトを組織し、開発を推進しました。また、市場の原材料費の高騰に対応し、主要なフェルト関連製

品やメルシートに代表される制振材の積極的な原価改善活動も推進しました。 

 制振材関連では、従来と同様に製品の軽量化と制振性能の高性能化に注力し、顧客ニーズに合わせた幅

広い製品開発に取り組みました。新たに開発した制振性能と補強性能を併せ持つ新製品は、顧客から受注

を拡大しています。また、リサイクル性を考慮した制振材の研究開発にも取り組みました。主力製品であ

る粘着材で貼着する製品では、その粘着材の代替として磁力を応用した製品開発に注力した結果、複数の

製品開発に成功し採用されました。また、難作業の軽減に配慮した塗料タイプの塗布型制振材は国内およ

び海外での採用拡大に伴う技術支援に注力するとともに、制振性能の向上や原価低減を積極的に進めまし

た。 

 吸・遮音材関連では、海外関連会社ならびに提携企業と連携し、新規軽量防音システム部品「リエタ・

ウルトラライト」の展開に注力し、採用実績を着実に拡大しております。海外関連会社でのフロア部の内

装部品の開発と受注の成功実績を生かし、国内での生産可能な部品の開発にも注力しました。この大幅な

軽量化と静粛性能を両立させた技術により、当社は防音部品市場におけるリーディングサプライヤーとし

て、引き続きお客様より高い評価をいただいております。 

 エンジンやタイヤ等の音源の近くに装着される吸音部品は、防音性能の向上と軽量化の要求から、その

採用が拡大しております。特に、タイヤ周りに装着される部品は、リサイクル性に優れた材料開発と効率

的な生産工法の開発に成功し、採用されました。また、排気系周りに装着する遮熱性能と防音性能を両立

させた複層型の部品は、その採用実績を着実に拡大しております。さらに、従来の複層型の構造に加え

て、単層で遮熱と防音機能を両立させるとともにコストダウン化も図ったことで新たに採用されました。

 防錆塗料関連では、焼却時にダイオキシンを発生しない環境に配慮したアンダーボディーコーティング

材の開発に注力し、国内および海外での採用実績を順調に拡大しております。ボディーシーリング材につ

いては車室内のVOC削減に努め、地球環境に配慮した塗料を開発し採用されました。 

 また、自動車メーカーの塗装ラインの短縮に対応した防錆塗料の技術開発に注力しました。 

当中間連結会計期間における研究開発費の金額は４億１千９百万円であります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画していた、重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末において計画中であった設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、

次のとおりであります。 

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

会社名
事業所名 

(所在地)

事業の種類別 

セグメントの名称
設備の内容

投資額
(百万円)

完了年月 完成後の増加能力

提出会社
愛知工場（愛知県

知立市）
自動車製品関連事業

防音材製造設備（RUL建

屋新設・ライン新設）
419 平成19年9月

（増産対応） 

月産2万パーツ

〃
東九州工場（福岡

県行橋市）
自動車製品関連事業

防音材製造設備（RUL建

屋新設・ライン新設1・

2期）

962 平成19年9月
（増産対応） 

月産3万パーツ



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 
  

② 【発行済株式】 

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成19年12月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

た株式数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

①当社は、平成13年改正旧商法に基づき新株予約権を発行しております。 

  〈第１回新株予約権（平成15年６月25日定時株主総会決議）〉 

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 90,000,000

計 90,000,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,611,200 23,611,200
東京証券取引所
市場第一部

―

計 23,611,200 23,611,200 ― ―

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個) 60 (注)1,5,6 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株)  60,000 (注)2,5,6 同左

新株予約権の行使時の払込金額 (円) １株当たり446 (注)3 同左

新株予約権の行使期間
平成17年８月１日～
平成20年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (円)

発行価格  446
資本組入額 223

同左

新株予約権の行使の条件 (注)4 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の権利の譲渡及び質
入れその他の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



  〈第２回新株予約権（平成16年６月24日定時株主総会決議）〉 

 
  

  〈第３回新株予約権（平成17年６月24日定時株主総会決議）〉 

 
(注) １ 新株予約権1個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約

権の目的となる株式の数の調整を行い、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てます。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。 

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個)  133 (注)1,7,8 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 133,000 (注)2,7,8 同左

新株予約権の行使時の払込金額 (円) １株当たり660 (注)3 同左

新株予約権の行使期間
平成18年８月１日～
平成21年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (円)

発行価格  660
資本組入額 330

同左

新株予約権の行使の条件 (注)4 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の権利の譲渡及び質
入れその他の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

事業年度末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数 192 (注)1      同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式      同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 192,000 (注)2      同左

新株予約権の行使時の払込金額 (円) １株当り776 (注)3      同左

新株予約権の行使期間
平成19年８月１日～
平成22年７月31日

     同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額（円）

発行価格  776
資本組入額 388

     同左

新株予約権の行使の条件 (注)4      同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の権利の譲渡及び質
入れその他の処分は認めない。

     同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



３ 新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  また、当社が時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は(新株予約権の行使を除

く)、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発行

済株式総数から同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合に

は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に「１株当たりの払込価額」を「１株当たり譲渡価額」

に、それぞれ読み替えます。 

  以上のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合

に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整を行いま

す。 

４ 新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役、従業員であることを要す

る。ただし、当社の取締役もしくは監査役が任期満了により、もしくは法令変更に伴い退任した場合、ま

たは当社の従業員が定年により退職した場合には、この限りではない。  

(2) 新株予約権者が死亡した場合、相続人はこれを承継することができる。 

(3) 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとする。 

(4) その他の行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるものとする。 

５ ３名退職により、新株予約権の数25個と新株予約権の目的となる株式の数25,000株は失権しています。 

６ 権利行使により、新株予約権の数305個と新株予約権の目的となる株式の数305,000株は減少しています。 

７ ３名退職により、新株予約権の数13個と新株予約権の目的となる株式の数13,000株は失権しています。 

８ 権利行使により、新株予約権の数42個と新株予約権の目的となる株式の数57,000株は減少しています。 

  

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額× １株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数



②当社は、会社法に基づき新株予約権を発行しております。 

  〈第４回新株予約権（平成18年６月23日定時株主総会決議）〉 

 
(注) １ 新株予約権1個につき目的となる株式数は、1,000株であります。 

２ 新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により未行使の新株予約

権の目的となる株式の数の調整を行い、調整により生じる１株未満の端数は切り捨てます。 

 
  また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が継承される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。 

３ 新株予約権の発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  また、当社が時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分を行う場合は(新株予約権の行使を除

く)、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 
  なお、上記の算式において「既発行株式数」とは、調整後の払込金額が適用される前日における当社の発行

済株式総数から同日における当社の保有する自己株式の総数を控除した数とし、自己株式を処分する場合に

は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に「１株当たり発行価額」を「１株当たり譲渡価額」

に、それぞれ読み替えます。 

  以上のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合

に準じ、行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は適切に調整を行いま

す。 

４ 新株予約権の行使の条件 

 (1) 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役、従業員であることを要す

る。ただし、当社の取締役もしくは監査役が任期満了により、もしくは法令変更に伴い退任した場合、ま

たは当社の従業員が定年により退職した場合には、この限りではない。 

 (2) 新株予約権者が死亡した場合、相続人はこれを承継することができる。 

 (3) 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとする。 

 (4) その他の行使の条件は、新株予約権発行の取締役会決議に基づき当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約」に定めるものとする。 

５ ２名辞退により、新株予約権の数6個と新株予約権の目的となる株式の数6,000株は失権しています。 

  

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数 492 (注)1,5 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 (個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 492,000 (注)2,5 同左

新株予約権の行使時の払込金額 (円) １株当り820 (注)3 同左

新株予約権の行使期間
平成20年８月１日～
平成23年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (円)

発行価格  820 
資本組入額 473

同左

新株予約権の行使の条件 (注)4 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の権利の譲渡及び質
入れその他の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額× １株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 
(注) 新株予約権の行使による増加であります。 

（第１回新株予約権 平成15年6月25日決議） 

 発行価額 446円 資本組入額 223円 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

 
  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年４月1日～  
平成19年９月30日

5,000 23,611,200 1,115 4,753,085 1,115 4,258,867

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

スティール パートナーズ ジャパ
ン ストラテジック ファンドオフシ
ョア エル・ピー 
（常任代理人 香港上海銀行 東京支
店）

HEMISPHERE FUND MANAGERS LIMITED.,
P.O.BOX 30362SMB，3RDFLOOR,HARBOUR 
CENTER,NORTH CHURCH STREET,GEORGE TOWN, 
GRAND CAYMAN,CAYMAN ISLANDS,B.W.I 
（東京都中央区日本橋3-11-1）

3,156 13.36

リエターホールディング エージー
（常任代理人 東海東京証券株式会
社）

SCHLOSSTALSTRASSE 43 CH-8406
WINTERTHUR SWITZERLAND 
（東京都中央区京橋1-7-1）

1,213 5.13

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 1,134 4.80

明治安田生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サービス信託
銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内2-1-1
（東京都中央区晴海1-8-12）

784 3.32

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１ 705 2.98

株式会社中外 愛知県名古屋市中区千代田5-21-11 613 2.59

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社

東京都中央区晴海1-8-11 559 2.36

第一生命保険相互会社 
（常任代理人 資産管理サービス信託
銀行株式会社）

東京都千代田区有楽町1-13-1
（東京都中央区晴海1-8-12）

500 2.11

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町1-1-2 400 1.69

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社

東京都港区浜松町2-11-3 388 1.64

計 ― 9,453 40.03

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 423千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 388千株



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式561株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

 
(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式) 
普通株式    203,000

―
権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 23,059,000 23,059 同上

単元未満株式 普通株式   349,200 ― 同上

発行済株式総数 23,611,200 ― ―

総株主の議決権 ― 23,059 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
日本特殊塗料株式会社

東京都北区王子５-16-７ 203,000 ― 203,000 0.86

計 ― 203,000 ― 203,000 0.86

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

高(円) 736 723 708 698 657 638

低(円) 643 657 660 595 563 562



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財

務諸表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後

の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等

規則に基づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

  当社は、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)及び前中間会計期間(平成

18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、また当中間連結会

計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで)は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、それぞれ中間連結財務諸表なら

びに中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

 
  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 1,829,417 2,123,904 3,051,751

２ 受取手形及び 
  売掛金

※５ 10,809,735 10,729,780 11,293,618

３ たな卸資産 1,928,641 2,125,662 2,052,667

４ その他 629,157 544,235 788,140

５ 貸倒引当金 △22,584 △32,189 △24,525

流動資産合計 15,174,367 37.8 15,491,394 36.6 17,161,652 39.5

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 建物及び構築物 ※２ 3,614,601 3,986,521 4,065,594

(2) 機械装置及び 
  運搬具

※２ 5,698,132 5,477,446 5,081,268

(3) 土地 ※２ 3,051,221 3,051,221 3,051,221

(4) その他の 
  有形固定資産

1,981,889 14,345,843 2,572,943 15,088,133 2,713,210 14,911,294

２ 無形固定資産 337,235 337,235 298,278 298,278 332,504 332,504

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 ※２ 9,338,114 10,244,235 10,011,002

(2) 繰延税金資産 26,995 27,056 29,083

(3) その他の投資 1,060,292 1,187,598 1,119,197

(4) 貸倒引当金 △148,722 10,276,681 △40,866 11,418,022 △115,459 11,043,823

固定資産合計 24,959,760 62.2 26,804,434 63.4 26,287,622 60.5

資産合計 40,134,128 100.0 42,295,828 100.0 43,449,274 100.0



  

 
  

 

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形及び 
  買掛金

※５ 8,148,800 7,886,435 8,608,631

２ 短期借入金 799,575 1,804,776 1,786,212

３ 未払法人税等 49,409 83,624 157,709

４ その他
※２ 
※５

3,129,834 3,470,507 3,819,892

流動負債合計 12,127,621 30.2 13,245,344 31.3 14,372,446 33.1

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※２ 5,996,006 5,846,770 5,995,278

２ 退職給付引当金 3,600,595 3,259,491 3,428,937

３ その他 136,727 396,537 401,985

固定負債合計 9,733,328 24.3 9,502,798 22.5 9,826,200 22.6

負債合計 21,860,949 54.5 22,748,143 53.8 24,198,647 55.7

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 4,747,020 4,753,085 4,751,970

 ２ 資本剰余金 4,357,414 4,363,772 4,362,430

 ３ 利益剰余金 6,381,119 7,165,182 6,806,563

 ４ 自己株式 △113,190 △125,742 △118,412

   株主資本合計 15,372,362 38.3 16,156,296 38.2 15,802,551 36.4

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

2,421,740 2,597,375 2,803,022

 ２ 為替換算調整勘定 40,695 317,216 166,770

   評価・換算差額等 
   合計

2,462,435 6.1 2,914,591 6.9 2,969,792 6.8

Ⅲ 新株予約権 5,229 0.0 36,162 0.1 20,664 0.0

Ⅳ 少数株主持分 433,150 1.1 440,634 1.0 457,619 1.1

   純資産合計 18,273,178 45.5 19,547,685 46.2 19,250,627 44.3

   負債純資産合計 40,134,128 100.0 42,295,828 100.0 43,449,274 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 17,630,278 100.0 17,798,037 100.0 36,860,214 100.0

Ⅱ 売上原価 14,162,587 80.3 14,563,201 81.8 29,494,480 80.0

売上総利益 3,467,690 19.7 3,234,836 18.2 7,365,733 20.0

Ⅲ 販売費及び
一般管理費

※１ 3,327,283 18.9 3,206,951 18.0 6,736,659 18.3

営業利益 140,407 0.8 27,884 0.2 629,074 1.7

Ⅳ 営業外収益

１ 受取配当金 72,712 103,495 104,093

２ 不動産賃貸料 34,572 10,548 69,003

３ 持分法による
投資利益

371,585 644,237 865,441

４ その他 21,601 500,470 2.8 26,404 784,686 4.4 43,803 1,082,341 2.9

Ⅴ 営業外費用

１ 支払利息 52,587 63,436 108,918

２ その他 22,368 74,955 0.4 4,110 67,546 0.4 30,848 139,767 0.3

経常利益 565,922 3.2 745,024 4.2 1,571,647 4.3

Ⅵ 特別利益

１ 固定資産売却益 ※２ － 500 1,574

２ 投資有価証券
売却益

23,310 55,504 23,311

３ 受取保険金 23,523 46,834 0.3 － 56,004 0.3 23,523 48,409 0.1

Ⅶ 特別損失

１ 固定資産処分損 ※３ 84,516 116,624 256,497

２ その他 － 84,516 0.5 － 116,624 0.7 1,853 258,350 0.7

税金等調整前 
中間(当期)純利益

528,240 3.0 684,404 3.8 1,361,706 3.7

法人税、住民税 
及び事業税

34,150 44,525 206,338

法人税等調整額 91,804 125,954 0.7 103,534 148,059 0.8 162,746 369,085 1.0

少数株主利益 5,886 0.0 98 0.0 30,420 0.1

中間(当期)純利益 396,399 2.3 536,246 3.0 962,200 2.6



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 4,733,160 4,344,017 6,198,627 △106,903 15,168,901

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 13,860 13,860 27,720

 剰余金の配当 △163,438 △163,438

 役員賞与 △36,550 △36,550

 中間純利益 396,399 396,399

  自己株式の取得 △13,560 △13,560

  自己株式の処分 △463 7,273 6,810

  持分法適用会社増加に伴う 
  剰余金減少高

△13,918 △13,918

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

13,860 13,396 182,491 △6,287 203,461

平成18年９月30日残高(千円) 4,747,020 4,357,414 6,381,119 △113,190 15,372,362

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,577,461 103,393 2,680,854 ― 408,313 18,258,069

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 27,720

 剰余金の配当 △163,438

 役員賞与 △36,550

 中間純利益 396,399

 自己株式の取得 △13,560

 自己株式の処分 6,810

 持分法適用会社増加に伴う 
 剰余金減少高

△13,918

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△155,720 △62,698 △218,418 5,229 24,836 △188,352

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△155,720 △62,698 △218,418 5,229 24,836 15,108

平成18年９月30日残高(千円) 2,421,740 40,695 2,462,435 5,229 433,150 18,273,178



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 4,751,970 4,362,430 6,806,563 △118,412 15,802,551

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 1,115 1,115 2,230

 剰余金の配当 △163,855 △163,855

 中間純利益 536,246 536,246

  自己株式の取得 △7,942 △7,942

  自己株式の処分 227 611 839

  持分法適用会社増加に伴う 
  剰余金減少高

△13,772 △13,772

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

1,115 1,342 358,618 △7,330 353,745

平成19年９月30日残高(千円) 4,753,085 4,363,772 7,165,182 △125,742 16,156,296

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 2,803,022 166,770 2,969,792 20,664 457,619 19,250,627

中間連結会計期間中の変動額

 新株の発行 2,230

 剰余金の配当 △163,855

 中間純利益 536,246

 自己株式の取得 △7,942

 自己株式の処分 839

 持分法適用会社増加に伴う 
 剰余金減少高

△13,772

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

△205,647 150,446 △55,201 15,498 △16,985 △56,688

中間連結会計期間中の変動額合計 
(千円)

△205,647 150,446 △55,201 15,498 △16,985 297,057

平成19年９月30日残高(千円) 2,597,375 317,216 2,914,591 36,162 440,634 19,547,685



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 4,733,160 4,344,017 6,198,627 △106,903 15,168,901

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 18,810 18,810 37,620

 剰余金の配当 △303,796 △303,796

 役員賞与 △36,550 △36,550

 当期純利益 962,200 962,200

  自己株式の取得 △22,132 △22,132

  自己株式の処分 △397 10,623 10,226

  持分法適用会社増加に伴う 
  剰余金減少高

△13,918 △13,918

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

18,810 18,412 607,936 △11,509 633,650

平成19年３月31日残高(千円) 4,751,970 4,362,430 6,806,563 △118,412 15,802,551

評価・換算差額等

新株予約権
少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 2,577,461 103,393 2,680,854 － 408,313 18,258,069

連結会計年度中の変動額

 新株の発行 37,620

 剰余金の配当 △303,796

 役員賞与 △36,550

 当期純利益 962,200

 自己株式の取得 △22,132

 自己株式の処分 10,226

 持分法適用会社増加に伴う 
 剰余金減少高

△13,918

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

225,561 63,377 288,938 20,664 49,305 358,908

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)

225,561 63,377 288,938 20,664 49,305 992,558

平成19年３月31日残高(千円) 2,803,022 166,770 2,969,792 20,664 457,619 19,250,627



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区 分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ  営業活動による 
   キャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純
利益

528,240 684,404 1,361,706

減価償却費 1,003,895 1,193,354 2,271,396

退職給付引当金の減少額 △132,161 △169,445 △303,819

役員退職慰労引当金の 
減少額

△120,160 ― △120,160

貸倒引当金の増減額 
(減少△)

4,276 4,704 26,806

受取利息及び受取配当金 △77,311 △105,730 △112,017

投資有価証券売却益 △23,310 △55,504 △23,311

支払利息 52,587 63,436 108,918

持分法による投資利益 △371,585 △644,237 △865,441

固定資産売却益 ― △500 △1,574

固定資産処分損 84,516 116,624 254,768

売上債権の増減額 
（増加△）

△265,671 579,890 △914,000

たな卸資産の増減額 
（増加△）

33,012 △72,994 △92,805

仕入債務の増減額 
（減少△）

709,023 △722,195 1,168,854

役員賞与支払額 △37,700 ― △37,700

その他 10,453 102,724 689,379

小計 1,398,107 974,531 3,411,000

利息及び配当金の受取額 457,526 585,482 649,866

利息の支払額 △50,772 △61,033 △120,693

法人税等の支払額 △186,592 △118,611 △277,513

営業活動による 
キャッシュ・フロー

1,618,269 1,380,368 3,662,659

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

有形固定資産の取得 
による支出

△2,073,912 △1,925,327 △3,783,301

有形固定資産の売却 
による収入

8,178 3,604 16,627

投資有価証券の取得 
による支出

△49,737 △14,138 △49,737

投資有価証券の売却 
による収入

78,422 ― 84,170

関係会社株式等の取得 
による支出

△125,000 △110,207 △125,000

関係会社株式等の売却 
による収入

― 67,755 ―

貸付金の回収による収入 51,087 7,902 88,813

その他 △22,647 △5,743 △80,831

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー

△2,133,610 △1,976,156 △3,849,260



  

 
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
連結キャッシュ・
フロー計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

定期預金の払い戻し 
による収入

21,600 41,600 49,309

定期預金の預入れ 
による支出

△18,000 △36,200 △40,310

短期借入金の純増減額 
(減少△)

△242,960 1,209 △146,445

長期借入れによる収入 150,000 ― 1,190,000

長期借入金の返済による 
支出

△68,333 △144,628 △176,147

自己株式の取得による 
支出

△6,110 △4,217 △11,745

自己株式の売却による 
収入

6,810 839 10,226

増資による収入 27,720 2,230 37,620

子会社設立による 
少数株主からの収入

28,000 ― 28,000

配当金の支払額 △162,772 △165,174 △302,655

少数株主への配当金の 
支払額

△7,900 △17,060 △7,900

財務活動による 
キャッシュ・フロー

△271,946 △321,401 629,952

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

1,593 △5,258 △1,313

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額(減少△)

△785,694 △922,446 442,038

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

2,420,923 2,926,040 2,420,923

Ⅶ 合併による現金及び 
    現金同等物の受入

63,078 ― 63,078

Ⅷ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

1,698,307 2,003,593 2,926,040

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に

関する事項

(1) 連結子会社数  ８社
ニットクメンテ㈱ 
ニットク商工㈱ 
北海道ニットク㈱ 
㈱ニットク保険センター 
日晃工業㈱ 
㈱タカヒロ 
㈱ニットクシーケー 
㈱エヌシー
なお、㈱エヌシーにつ

いては、新規設立によ

り当中間連結会計期間

から連結子会社に含め

ております。

(1) 連結子会社数  ８社
ニットクメンテ㈱ 
ニットク商工㈱ 
北海道ニットク㈱ 
㈱ニットク保険センター
日晃工業㈱ 
㈱タカヒロ 
㈱ニットクシーケー 
㈱エヌシー

(1) 連結子会社数  ８社
ニットクメンテ㈱ 
ニットク商工㈱ 
北海道ニットク㈱ 
㈱ニットク保険センター
日晃工業㈱ 
㈱タカヒロ 
㈱ニットクシーケー 
㈱エヌシー
なお、㈱エヌシーについ

ては、新規設立により当

連結会計年度から連結子

会社に含めております。

(2) 非連結子会社の名称

Uni-NTF,Inc.

(2) 非連結子会社の名称

Uni-NTF,Inc.

(2) 非連結子会社の名称

Uni-NTF,Inc.

(3) 非連結子会社について連
結の範囲から除いた理由

(3) 非連結子会社について連
結の範囲から除いた理由

(3) 非連結子会社について連
結の範囲から除いた理由



非連結子会社は小規模会

社であり、合計の総資

産・売上高・中間純損益

及び利益剰余金(持分に

見合う額)等は、いずれ

も中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていな

いためであります。

同左 非連結子会社は 小規模

会社であり、合計の総資

産・売上高・当期純損益

及び利益剰余金(持分に

見合う額)等は、いずれ

も連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないた

めであります。

２ 持分法の適用

に関する事項

 

(1) 持分法適用の非連結子会
社及び関連会社数 ７社
非連結 
子会社

Uni-NTF,Inc.

関連 
会社

富士産業㈱

UGN,Inc.

SNC Sound  
Proof Co.,Ltd.

日特固(広州)防
音配件有限公司

EFTEC ASIA 
Pte.Ltd.

天津日特固防音
配件有限公司

 

なお、天津日特固防音配

件有限公司については重

要性が増したため、当中

間連結会計期間より持分

法適用会社に含めており

ます。また、前期に持分

法適用非連結子会社であ

った㈱ニットクケミカル

については、連結子会社

ニットクメンテ㈱との合

併による消滅のため、持

分法適用会社から除外し

ております。

 

(1) 持分法適用の非連結子会
社及び関連会社数 ８社
非連結 
子会社

Uni-NTF,Inc.

関連 
会社

富士産業㈱

UGN,Inc.

SNC Sound 
Proof Co.,Ltd.

日特固(広州)防
音配件有限公司

EFTEC ASIA
Pte.Ltd.

天津日特固防音
配件有限公司

SRN Sound 
Proof Co.,Ltd.

 

なお、SRN Sound Proof 

Co.,Ltd.については重要

性が増したため、当中間

連結会計期間より持分法

適用会社に含めておりま

す。

 

(1) 持分法適用の非連結子会
社及び関連会社数 ７社
非連結 
子会社

Uni-NTF,Inc.

関連 
会社

富士産業㈱

UGN,Inc.

SNC Sound  
Proof Co.,Ltd.

日特固(広州)防
音配件有限公司

EFTEC ASIA 
Pte.Ltd.

天津日特固防音
配件有限公司

なお、天津日特固防音配

件有限公司については重

要性が増したため、当連

結会計年度より持分法適

用会社に含めておりま

す。また、前連結会計年

度に持分法適用非連結子

会社であった㈱ニットク

ケミカルについては、連

結子会社のニットクメン

テ㈱との合併による消滅

のため、持分法適用会社

から除外しております。



 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 持分法を適用しない非連
結子会社及び関連会社の
うち主要な会社等の名称
西日本塗料サービス㈱

㈱ヒロタニ

(2) 持分法を適用しない非連

結子会社及び関連会社の

うち主要な会社等の名称

㈱ヒロタニ

(2) 持分法を適用しない非連

結子会社及び関連会社の

うち主要な会社等の名称

西日本塗料サービス㈱

㈱ヒロタニ

(3) 持分法非適用会社は、そ

れぞれ中間純損益及び利

益剰余金(持分に見合う

額)等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、

持分法の適用から除外し

ております。

(3) 同左 (3) 持分法非適用会社は、そ

れぞれ当期純損益及び利

益剰余金(持分に見合う

額)等に及ぼす影響が軽

微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、

持分法の適用から除外し

ております。

３ 連結子会社の

中 間 決 算 日

(決算日)等に

関する事項

連結子会社の中間期の末日
は、中間連結決算日と一致し
ております。

同左
 
 

連結子会社の事業年度末日と
連結決算日は一致しておりま
す。

４ 会計処理基準

に関する事項

(1) 重要な資産の

評価基準及

び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

中間決算期末日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資

産直入法により処理

し、売却原価は移動平

均法により算定)

① 有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

  同左

① 有価証券

その他有価証券

・時価のあるもの

決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は移動平均法に

より算定)

・時価のないもの

移動平均法による原価

法

・時価のないもの

同左

・時価のないもの

同左

② デリバティブ

金利スワップ契約につい

ては、特例処理の要件を

満たすため時価評価をせ

ず、その金銭の受払の純

額を金利交換の対象とな

る負債に係る利息に加減

して処理しております。

② デリバティブ

同左

② デリバティブ

同左

③ たな卸資産

主として総平均法による

原価法

③ たな卸資産

同左

③ たな卸資産

同左

(2) 重要な減価

償却資産の

減価償却の

方法

① 有形固定資産

定率法によっておりま

す。

ただし、当社及び国内連

結子会社が平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

① 有形固定資産

定率法によっておりま

す。

ただし、当社及び国内連

結子会社が平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)並

びに工具器具備品のうち

量産金型については、定

額法を採用しておりま

す。

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

① 有形固定資産

定率法によっておりま

す。

ただし、当社及び国内連

結子会社が平成10年４月

１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。

なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。

 

建物及び 
構築物

10～50年

機械装置 
及び運搬具

９～15年

 

建物及び
構築物

10～50年

機械装置
及び運搬具

９～15年

 

建物及び 
構築物

10～50年

機械装置 
及び運搬具

９～15年



  

項目

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

＿＿＿＿＿ 
 

（会計処理の変更）

(1)当社及び国内連結子会社

は、法人税法の改正に伴

い、当中間連結会計期間

より、平成19年4月1日以

降に取得した有形固定資

産について、改正後の法

人税法に基づく減価償却

の方法に変更しておりま

す。これにより、売上総

利益が35,516千円、営業

利益、経常利益及び税金

等調整前中間純利益はそ

れぞれ37,712千円減少し

ております。 

なお、セグメント情報に

与える影響は、当該箇所

に記載しております。 

＿＿＿＿＿

(2)当社は当中間連結会計期

間より、有形固定資産

「工具器具備品」のうち

量産金型について、減価

償却の方法を定率法から

定額法へ変更しておりま

す。この変更は量産金型

に係る代金の回収方法が

個別割掛方式から均等月

割方式に概ね移行してい

ること、及び量産金型の

個別原価管理をより徹底

することに伴い、当該収

益と費用との対応をより

明瞭に把握するためのも

のであります。なお、こ

れによる損益に与える影

響は軽微であります。  

② 無形固定資産

定額法を採用しておりま

す。 

なお、自社利用のソフト

ウェアは、社内における

見込利用可能期間(５年)

に基づく定額法によって

おります

② 無形固定資産 

           同左

② 無形固定資産 

           同左



  

 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 重要な引当

金の計上基

準

① 貸倒引当金

売掛金等の債権の貸倒れ

による損失に備えるた

め、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見

込額を計上しておりま

す。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計

期間末において発生して

いると認められる額を計

上しております。

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による按分額

(定額法)を費用処理して

おります。

数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による按分

額(定額法)を、それぞれ

発生した年の翌連結会計

年度より費用処理をして

おります。

② 退職給付引当金

同左

② 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計期間

末において発生している

と認められる額を計上し

ております。

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による按分額

(定額法)を費用処理して

おります。

数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による按分

額(定額法)を、それぞれ

発生した年の翌連結会計

年度より費用処理をして

おります。

(4) 重要な外貨

建の資産又

は負債の本

邦通貨への

換算基準

外貨建金銭債権債務は、当中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。 なお、在外子会社等

の資産及び負債、収益及び費

用は、中間連結決算日の直物

為替相場により円貨に換算

し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定に含

めております。

同左 外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。 

なお、在外子会社等の資産及

び負債、収益及び費用は、連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

純資産の部における為替換算

調整勘定に含めて計上してお

ります。



 
  

 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 重要なリー

ス取引の処

理方法

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。

  

  

同左

  

  

同左

(6) 重要なヘッ

ジ会計の方

法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引につい

ては、特例処理の要件を

満たすものについては、

特例処理によっておりま

す。

① ヘッジ会計の方法

同左

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…金利スワッ

プ取引

・ヘッジ対象…借入金の金

利

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…同左

・ヘッジ対象…同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…同左

・ヘッジ対象…同左

③ ヘッジ方針

借入債務の金利変動リス

クをヘッジする目的で行

なっております。

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引につい

ては、特例処理の要件に

該当するかの判定をもっ

て、ヘッジ有効性の評価

に代えております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

(7) その他中間

連結財務諸

表(連結財

務諸表)作

成のための

基本となる

重要な事項

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税は税抜

方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結キャ

ッシュ・フロ

ー計算書(連

結 キ ャ ッ シ

ュ・フロー計

算書)におけ

る資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わな

い取得日から３ヵ月以内に償

還期限の到来する短期投資か

らなっております。

  

  

  

同左

  

  

  

同左



会計処理の変更 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（企業結合に係る会計基準） （企業結合に係る会計基準）

 当中間連結会計期間より「企業結

合に係る会計基準」（企業会計審議

会 平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会

計基準第7号 平成17年12月27日）並

びに「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号 平

成17年12月27日）を適用しておりま

す。

＿＿＿＿＿＿  当連結会計年度より「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議

会 平成15年10月31日）及び「事業

分離等に関する会計基準」（企業会

計基準第7号 平成17年12月27日）並

びに「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準適用指針第10号 

終改正平成18年12月22日）を適用し

ております。

（貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準）

（貸借対照表の純資産の部の表示に 

 関する会計基準）

 当中間連結会計期間より「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第5号 平

成17年12月9日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第8号 平成17年12月9日）を

適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は17,834,798千円であります。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。

＿＿＿＿＿＿  当連結会計年度より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号 平成17

年12月9日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第8号 平成17年12月9日）を適用

しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する

金額は18,772,343千円であります。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。

（ストック・オプション等に関する 

 会計基準）

（ストック・オプション等に関する 

 会計基準）

 当中間連結会計期間より「ストッ

ク・オプション等に関する会計基

準」（企業会計基準第 8号 平成17

年12月27日）及び「ストック・オプ

ション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号

平成18年5月31日）を適用しており

ます。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益が5,229

千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は軽微であるため、影響額の記載

については省略しております。

＿＿＿＿＿＿  当連結会計年度より「ストック・

オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準第 8号 平成17年12

月27日）及び「ストック・オプショ

ン等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第11号 

終改正平成18年5月31日）を適用し

ております。 

 これにより営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益が20,664

千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影

響については、当該箇所に記載して

おります。



  

 
  

追加情報 

   

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（不動産賃貸料等の計上区分の変
 更）

＿＿＿＿＿＿  従来、借上社宅等の支払家賃及び

貸与機械装置の減価償却費等は売上

原価、販売費及び一般管理費に計上

し、従業員等の負担分として収受す

る受取家賃並びに貸与先から収受す

る受取賃貸料は営業外収益に計上し

ておりましたが、当中間連結会計期

間より、当該受取家賃及び受取賃貸

料を売上原価並びに販売費及び一般

管理費より控除する方法に変更して

おります。 

 この変更は当該金額の重要性が増

加傾向にあるため、実質的な費用負

担を明確にし、営業損益区分をより

適正に表示するために行ったもので

あります。 

 これにより、売上総利益は4,587

千円増加、営業利益は24,451千円増

加しましたが、営業外収益も同額減

少したため、経常利益及び税金等調

整前中間純利益に与える影響はあり

ません。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。

＿＿＿＿＿＿

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
 至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 当社は平成18年6月23日開催の定時

株主総会において、役員退職慰労金

制度の廃止ならびに役員退職慰労金

の打切り支給（退任時）を決議して

おります。 

 これにより、役員退職慰労引当金

として前連結会計年度末に計上して

おりました引当金111,200千円を全

額取崩し同額（役員退職慰労金の打

切り支給額）を固定負債の「その

他」（長期未払金）として計上して

おります。

_______＿ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 当社は平成18年6月23日開催の定

時株主総会において、役員退職慰労

金制度の廃止ならびに役員退職慰労

金の打切り支給（退任時）を決議し

ております。 

 これにより、役員退職慰労引当金

として前連結会計年度末に計上して

おりました引当金111,200千円を全

額取崩し同額（役員退職慰労金の打

切り支給額）を固定負債の「その

他」（長期未払金）として計上して

おります。



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、22,144,135千円であり

ます。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、23,005,736千円であり

ます。

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、22,577,770千円であり

ます。

※２ 担保資産

(1) 次の資産を設備資金借入金

(長期借入金2,900,000千円)

の担保として、工場財団抵当

及び不動産抵当に供しており

ます。

※２ 担保資産

(1) 次の資産を設備資金借入金

(長期借入金2,100,000千円、

一年以内返済予定の長期借入

金800,000千円)の担保とし

て、工場財団抵当及び不動産

抵当に供しております。

※２ 担保資産

(1) 次の資産を設備資金借入金

(長期借入金2,100,000千円、

一年以内返済予定の長期借入

金800,000千円)の担保とし

て、工場財団抵当及び不動産

抵当に供しております。

 

工場財団 
抵当 

(千円)

不動産 
抵当 

(千円)
建物及び 
構築物

226,313 451,799

機械装置 
及び運搬具

547,781 ―

土地 68,065 317,927

計 842,160 769,727

(2) 社内預金(376,133千円)保全

のため、投資有価証券(帳簿

価額)597,060千円を担保に供

しております。

 

工場財団
抵当 

(千円)

不動産
抵当 

(千円)
建物及び 
構築物

208,127 429,545

機械装置 
及び運搬具

404,919 －

土地 68,065 317,927

計 681,112 747,473

(2) 社内預金(363,917千円)保全

のため、投資有価証券(帳簿

価額)630,540千円を担保に供

しております。

 

工場財団 
抵当 
(千円)

不動産 
抵当 
(千円)

建物及び
構築物

221,259 444,310

機械装置
及び運搬具

440,819 －

土地 68,065 317,927

計 730,144 762,238

(2) 社内預金(361,804千円)保全

のため、投資有価証券(帳簿

価額)702,150千円を担保に供

しております。

 

 ３ 偶発債務

次の会社等の金融機関からの

借入債務に対して債務保証を

行なっております。

(1) 債務保証
天津日特固防音配
件有限公司

175,011千円

日特固(広州)防音
配件有限公司

357,854千円

SRN Sound Proof  
Co., Ltd.

85,722千円

計 618,588千円

(2) 保証予約
(株)日本ヒーティ
ングプラン

8,250千円

 

 ３ 偶発債務

次の会社等の金融機関からの

借入債務に対して債務保証を

行なっております。

(1) 債務保証
天津日特固防音配
件有限公司

179,938千円

日特固(広州)防音
配件有限公司

173,236千円

SRN Sound Proof 
Co., Ltd.

42,388千円

計 395,562千円

(2) 保証予約
(株)日本ヒーティ
ングプラン

5,250千円

 

 ３ 偶発債務

次の会社等の金融機関からの

借入債務に対して債務保証を

行なっております。

(1) 債務保証
天津日特固防音配
件有限公司

178,999千円

日特固(広州)防音
配件有限公司

281,116千円

SRN Sound Proof  
Co., Ltd.

99,640千円

計 559,757千円

(2) 保証予約
(株)日本ヒーティ
ングプラン

6,000千円

 

 ４ 受取手形割引高 －千円

   受取手形裏書高 218,454千円

 

※５  中間連結会計期間末日満期 

      手形

中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理について

は、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理してお

ります。当中間連結会計期

間末日満期手形の金額は次

のとおりであります。

受取手形 238,798千円

支払手形 143,950千円

設備支払手形 106,090千円
 

 ４ 受取手形割引高 29,317千円

   受取手形裏書高 250,839千円

 

※５  中間連結会計期間末日満期 

      手形

中間連結会計期間末日満期

手形の会計処理について

は、当中間連結会計期間の

末日が金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理してお

ります。当中間連結会計期

間末日満期手形の金額は次

のとおりであります。

受取手形 238,961千円

支払手形 52,418千円

設備支払手形 19,114千円

 

 

４ 受取手形割引高 42,791千円

  受取手形裏書高 273,550千円

※５  連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、当連結

会計年度の末日が金融機関の

休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理し

ております。当連結会計年度

末日満期手形の金額は次のと

おりであります。

受取手形 244,324千円

支払手形 151,754千円

設備支払手形 59,704千円



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 808,819千円

運搬費 688,580千円

減価償却費 164,323千円

研究開発費 564,698千円

退職給付費用 77,957千円

貸倒引当金繰入額 4,276千円
 

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 807,848千円

運搬費 649,043千円

減価償却費 162,521千円

研究開発費 545,012千円

退職給付費用 78,767千円

貸倒引当金繰入額 1,516千円

※１ 販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 1,604,277千円

運搬費 1,377,887千円

減価償却費 382,894千円

研究開発費 1,156,200千円

退職給付費用 145,829千円

役員退職慰労
引当金繰入額

7,220千円

※２        ―――――

 

※２ 固定資産売却益

機械装置及び
運搬具

500千円

 

※２ 固定資産売却益

機械装置及び
運搬具

98千円

工具器具備品 1,476千円

 

※３ 固定資産処分損

建物及び構築物 
除却損

27,450千円

機械装置及び 
運搬具除却損

24,737千円

その他の有形 
固定資産除却損

32,327千円

 

※３ 固定資産処分損

建物及び構築物
除却損

30,270千円

機械装置及び
運搬具除却損

74,634千円

その他の有形
固定資産除却損

11,375千円

ソフトウエア 343千円

※３ 固定資産処分損

建物及び構築物 
除却損

44,181千円

機械装置及び
運搬具除却損

119,352千円

機械装置売却損 1,726千円
その他の有形
固定資産除却損

91,108千円

ソフトウエア 128千円



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

１．発行済株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳    新株予約権の権利行使による新株の発行による増加 42,000株 

  

２．自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳    単元未満株式の買取りによる増加  7,726株 

               持分法適用会社が取得した自己株式(当社株式)の当社帰属分 45,400株 

減少数の内訳    新株予約権の権利行使による減少 15,000株 

          単元未満株式の売渡しによる減少   160株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 
(注) ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と
なるもの 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

１．発行済株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳    新株予約権の権利行使による新株の発行による増加  5,000株 

  

２．自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳    単元未満株式の買取りによる増加  6,511株 

               持分法適用会社が保有している自己株式(当社株式)の当社帰属分 22,700株 

減少数の内訳    単元未満株式の売渡しによる減少 1,222株 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 23,549,200 42,000 ― 23,591,200

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 273,419 53,126 15,160 311,385

区分 新株予約権の内訳
当中間連結会計期間末

残高(千円)

提出会社 ストックオプションとしての新株予約権 5,229

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 163,438 ７円 平成18年３月31日 平成18年６月23日

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
配当の原資

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成18年11月14日 
取締役会

普通株式 140,387 利益剰余金 ６円 平成18年９月30日 平成18年12月１日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 23,606,200 5,000 － 23,611,200

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 316,312 29,211 1,222 344,301



３．新株予約権等に関する事項 

 
(注) ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間末後と
なるもの 

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．発行済株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳    新株予約権の権利行使による新株の発行による増加  57,000株 

  

２．自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要)  

増加数の内訳    単元未満株式の買取りによる増加 15,530株 

               取引先からの取得による増加    3,927株 

               持分法適用会社が保有している自己株式(当社株式)の当社帰属分 45,400株 

減少数の内訳    新株予約権の権利行使による減少 20,000株 

          単元未満株式の売渡しによる減少  1,964株 

  

３．新株予約権等に関する事項 

 
(注) ストック・オプションとしての新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。 

  

４．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

区分 新株予約権の内訳
当中間連結会計期間末

残高(千円)

提出会社 ストックオプションとしての新株予約権 36,162

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成19年６月22日 
定時株主総会

普通株式 163,855 ７円 平成19年３月31日 平成19年６月25日

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
配当の原資

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年11月13日 
取締役会

普通株式 140,445 利益剰余金 ６円 平成19年９月30日 平成19年11月30日

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 23,549,200 57,000 － 23,606,200

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 273,419 64,857 21,964 316,312

区分 新株予約権の内訳
当連結会計年度末残高

(千円)

提出会社 ストックオプションとしての新株予約権 20,664

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額 基準日 効力発生日

平成18年６月23日 
定時株主総会

普通株式 163,438 ７円 平成18年３月31日 平成18年６月26日

平成18年11月14日 
取締役会

普通株式 140,357 ６円 平成18年９月30日 平成18年12月１日

決議 株式の種類
配当金の総額 

(千円)
配当の原資

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成19年６月22日
定時株主総会

普通株式 163,855 利益剰余金 ７円 平成19年３月31日 平成19年６月25日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

  

(リース取引関係) 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成18年９月30日現在)

現金及び 
預金勘定

1,829,417千円

預入期間が 
３カ月を超える 
定期預金

△131,109千円

現金及び 
現金同等物

1,698,307千円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

(平成19年９月30日現在)

現金及び 
預金勘定

2,123,904千円

預入期間が
３カ月を超える
定期預金

△120,310千円

現金及び
現金同等物

2,003,593千円

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び
預金勘定

3,051,751千円

預入期間が
３カ月を超える 
定期預金

△125,710千円

現金及び
現金同等物

2,926,040千円



次へ 

  

(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

 １ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

 
当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

 １ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

 
  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

 １ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

 ２ 時価評価されていない主な有価証券 

(時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く) 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

当社グループは、前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度いずれにおいても

デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用していますので、該当事項はありません。 

  

取得原価 
(千円)

中間連結貸借対照表
計上額(千円)

差額 
(千円)

株 式 2,260,793 6,256,145 3,995,351

中間連結貸借対照表計上額
(千円)

その他有価証券

非上場株式 124,311

取得原価 
(千円)

中間連結貸借対照表
計上額(千円)

差額 
(千円)

株 式 2,274,932 6,521,074 4,246,142

中間連結貸借対照表計上額
(千円)

その他有価証券

非上場株式 116,321

取得原価 
(千円)

連結貸借対照表
計上額(千円)

差額 
(千円)

(1) 株式 2,260,793 6,790,649 4,529,855

連結貸借対照表計上額
(千円)

その他有価証券

非上場株式 113,871



  

(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年9月30日） 

１ ストック・オプションにかかる当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 売上原価、販売費及び一般管理費の株式報酬費用 5,229千円 

  

２ 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

 
 （注）１ 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役、従業員であることを要

する。ただし、当社の取締役もしくは監査役が任期満了により、もしくは法令変更に伴い退任した場

合、または当社の従業員が定年退職した場合は、この限りではない。 

 ２ 新株予約権者が死亡した場合、相続人はこれを承継することができる。 

 ３ 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとする。 

 ４ その他の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところ

による。 

  

 当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  １ ストック・オプションにかかる当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

 売上原価、販売費及び一般管理費の株式報酬費用 15,498千円 

  

  ２ 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

該当事項はありません。 

  

 前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  １ ストック・オプションにかかる当連結会計年度における費用計上額及び科目名 

 売上原価、販売費及び一般管理費の株式報酬費用 20,664千円 

平成18年度ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数 当社取締役９名、当社監査役３名、当社従業員106名

株式の種類及び付与数 普通株式 492,000株

付与日 平成18年７月31日

権利確定条件 （注）

対象勤務期間 平成18年７月31日～平成20年７月31日

権利行使期間 平成20年８月１日～平成23年７月31日

権利行使価格 820円

付与日における公正な評価単価 126円



  

２ 当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

 
 （注）１ 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社の取締役、監査役、従業員であることを要

する。ただし、当社の取締役もしくは監査役が任期満了により、もしくは法令変更に伴い退任した場

合、または当社の従業員が定年により退職した場合は、この限りではない。 

 ２ 新株予約権者が死亡した場合、相続人はこれを承継することができる。 

 ３ 新株予約権の譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとする。 

 ４ その他の行使の条件は、当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当契約」に定めるところ

による。 

  

平成15年度ストッ
ク・オプション

平成16年度ストッ
ク・オプション

平成17年度ストッ
ク・オプション

平成18年度ストッ
ク・オプション

付与対象者の区分
及び人数

当社取締役８名、当
社監査役５名、当社
従業員31名

当社取締役８名、当
社監査役５名、当社
従業員29名

当社取締役９名、当
社監査役３名、当社
従業員26名

当社取締役９名、当
社監査役３名、当社
従業員106名

株式の種類及び付
与数

普通株式 
  390,000株

普通株式
  203,000株

普通株式
  192,000株

普通株式 
  492,000株

付与日 平成15年7月31日 平成16年7月30日 平成17年7月29日 平成18年７月31日

権利確定条件 （注） （注） （注） （注）

対象勤務期間
平成15年7月31日～
平成17年7月31日

平成16年7月30日～
平成18年7月31日

平成17年7月29日～
平成18年7月31日

平成18年7月31日～
平成20年7月31日

権利行使期間
平成18年8月１日～
平成20年7月31日

平成18年8月１日～
平成21年7月31日

平成19年8月１日～
平成22年7月31日

平成20年8月１日～
平成23年7月31日

権利行使価格 446円 660円 776円 820円

付与日における公
正な評価単価

－ － － 126円



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
(注) １ 事業区分は、製品の種類・性質及び販売方法の類似性を考慮し、塗料関連事業、自動車製品関連

事業に区分しております。 

２ 各事業の主要な製品 
① 塗料関連事業 …………… 塗料・防音材料、塗装及び防音工事 
② 自動車製品関連事業 …… 自動車用防音材(制振材、吸・遮音材)、自動車用防錆材他 

塗料 
関連事業 
(千円)

自動車製品
関連事業 
(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

5,464,805 12,165,472 17,630,278 ― 17,630,278

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,800 ― 1,800 (1,800) ―

計 5,466,605 12,165,472 17,632,078 (1,800) 17,630,278

営業費用 5,730,852 11,760,818 17,491,670 (1,800) 17,489,870

営業利益又は 
営業損失(△)

△264,246 404,654 140,407 ― 140,407

塗料 
関連事業 
(千円)

自動車製品
関連事業 
(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

5,750,072 12,047,964 17,798,037 ― 17,798,037

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

1,800 ― 1,800 (1,800) ―

計 5,751,872 12,047,964 17,799,837 (1,800) 17,798,037

営業費用 5,939,467 11,832,485 17,771,952 (1,800) 17,770,152

営業利益又は 
営業損失(△)

△187,594 215,479 27,884 ― 27,884

塗料 
関連事業 
(千円)

自動車製品
関連事業 
(千円)

計

(千円)

消去又は全社

(千円)

連結

(千円)

Ⅰ 売上高及び営業損益

売上高

(1) 外部顧客に
対する売上高

11,383,131 25,477,082 36,860,214 ― 36,860,214

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

14,200 － 14,200 (14,200) ―

計 11,397,331 25,477,082 36,874,414 (14,200) 36,860,214

営業費用 12,014,588 24,230,751 36,245,339 (14,200) 36,231,139

営業利益又は 
営業損失(△)

△617,257 1,246,331 629,074 ― 629,074



  

（注）３ 会計処理の変更 
（当中間連結会計期間） 

 ①有形固定資産の減価償却の方法の変更 

 「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社及び国内連

結子会社は、法人税法の改正に伴い、当中間連結会計期間より平成19年4月1日以降に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

 これにより、営業費用は塗料関連事業が3,130千円、自動車製品関連事業が34,581千円増加

し、塗料関連事業の営業損失が同額増加し、自動車製品関連事業の営業利益が同額減少してお

ります。 

  
②不動産賃貸料等の計上区分の変更 
 「会計処理の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より、受取家賃及び受取賃貸料を
売上原価並びに販売費及び一般管理費より控除する方法に変更しております。 
 これにより、営業費用は塗料関連事業が5,645千円、自動車製品関連事業が18,805千円減少
し、塗料関連事業の営業損失が同額減少し、自動車製品関連事業の営業利益が同額増加してお
ります。 

  

（前連結会計年度） 
 「会計処理の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関
する会計基準」を適用しております。 
 これにより従来の方法に比較して、当連結会計年度の営業費用は塗料関連事業が7,791千円、
自動車製品関連事業が12,872千円増加し、塗料関連事業の営業損失が同額増加し、自動車製品
関連事業の営業利益が同額減少しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成

19年４月１日 至 平成19年９月30日)並びに前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月

31日)において、当社は本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、

記載すべき事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)及び当中間連結会計期間(自 平成

19年４月１日 至 平成19年９月30日)並びに前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月

31日)において、当社は海外売上高がいずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略

しております。 

  

(企業結合等関係) 

前中間連結会計期間（平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18

年４月１日 至 平成19年３月31日） 

持分法適用非連結子会社(100％)であった㈱ニットクケミカルは、連結子会社(100％)のニットクメン

テ㈱を存続会社とする合併により、消滅しております。なお、この合併は共通支配下の取引に該当しま

すが、重要性がないため、取引等の記載は省略しております。 

  

  

当中間連結会計期間（平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

 
  

（注）１. 1株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
  

  ２. １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下の

とおりであります。 

 
  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 766円11銭 １株当たり純資産額 819円66銭 １株当たり純資産額 806円03銭

１株当たり中間純利益 17円06銭 １株当たり中間純利益 23円05銭 １株当たり当期純利益 41円36銭

潜在株式調整後１株 
当たり中間純利益

17円00銭
潜在株式調整後１株
当たり中間純利益

23円02銭
潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益 41円27銭

前中間連結会計期間末
(平成18年9月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年9月30日)

前連結会計年度末  
（平成19年3月31日)

純資産の部の合計額（千円） 18,273,178 19,547,685 19,250,627

純資産の部の合計額から控除する金

額（千円）
438,379 476,796 478,283

 （うち新株予約権） (5,229) (36,162) (20,664)

 （うち少数株主持分） (433,150) (440,634) (457,619)

普通株式に係る中間期末(期末)の純

資産額（千円）
17,834,798 19,070,888 18,772,343

1株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末(期末)の普通株式の数

（千株）

23,279 23,266 23,289

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 396,399 536,246 962,200

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益 

(千円)
396,399 536,246 962,200

普通株式の期中平均株式数(千株) 23,240 23,269 23,262

潜在株式調整後１株当たり中間(当

期)純利益調整額
― ― ―

普通株式増加数（千株） 72 20 54

 (うち新株予約権) (72) (20) (54)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利

益金額の算定に含めなかった潜在株

式の概要  

潜在株式

の種類
新株予約権

潜在株式

の数

第4回新株予

約権 492個

潜在株式

の種類
新株予約権

潜在株式

の数
第2回新株予
約権 133個

 〃
第3回新株予

約権 192個

 〃
第4回新株予

約権 492個

 

潜在株式

の種類
新株予約権

潜在株式

の数
第3回新株予
約権 192個

 〃
第4回新株予

約権 492個



該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

 
  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

１ 現金及び預金 1,111,099 1,570,985 2,366,389

２ 受取手形 ※５ 2,532,938 2,524,622 2,521,004

３ 売掛金 7,985,059 7,711,986 8,131,641

４ たな卸資産 1,764,420 1,941,733 1,861,728

５ その他 ※６ 747,448 636,897 987,416

６ 貸倒引当金 △20,400 △28,100 △20,800

流動資産合計 14,120,566 39.2 14,358,124 39.4 15,847,380 41.9

Ⅱ 固定資産

１ 有形固定資産 ※１

(1) 建物 ※２ 2,661,117 2,900,857 2,948,561

(2) 機械装置 ※２ 4,287,190 4,272,196 3,802,547

(3) 土地 ※２ 2,698,103 2,698,103 2,698,103

(4) その他 ※２ 2,218,342 2,929,040 3,062,226

計 11,864,754 12,800,197 12,511,439

２ 無形固定資産 332,974 294,648 328,436

３ 投資その他の資産

(1) 投資有価証券 ※２ 7,920,595 8,268,163 8,444,248

(2) その他 2,225,527 1,056,855 1,144,133

(3) 貸倒引当金 △135,806 △40,866 △115,479

(4) 投資損失引当金 △315,000 △300,000 △300,000

計 9,695,317 8,984,152 9,172,903

固定資産合計 21,893,046 60.8 22,078,998 60.6 22,012,780 58.1

資産合計 36,013,613 100.0 36,437,123 100.0 37,860,161 100.0



  

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

１ 支払手形 ※５ 1,343,120 756,549 1,072,078

２ 買掛金 7,124,974 7,315,126 7,683,932

３ 一年以内返済予定 
    の長期借入金

※２ － 850,000 850,000

４ 未払法人税等 20,313 46,838 99,820

５ その他
※２ 
※５ 
※６

2,826,871 3,246,288 3,534,071

流動負債合計 11,315,279 31.4 12,214,803 33.5 13,239,902 35.0

Ⅱ 固定負債

１ 長期借入金 ※２ 5,600,000 4,750,000 4,750,000

２ 繰延税金負債 80,106 350,733 348,623

３  退職給付引当金 3,507,744 3,175,470 3,340,793

４ その他 111,200 106,400 111,200

固定負債合計 9,299,051 25.8 8,382,603 23.0 8,550,616 22.6

負債合計 20,614,330 57.2 20,597,406 56.5 21,790,519 57.6

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 4,747,020 13.2 4,753,085 13.0 4,751,970 12.6

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 4,252,802 4,258,867 4,257,752

  (2) その他資本 
    剰余金

100,396 100,689 100,462

   資本剰余金合計 4,353,198 12.1 4,359,557 12.0 4,358,214 11.5

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益 
    剰余金
    固定資産圧縮 
    積立金

11,065 8,763 9,767

    別途積立金 3,475,243 3,675,243 3,475,243

    繰越利益剰余金 531,990 565,027 805,771

   利益剰余金合計 4,018,299 11.2 4,249,034 11.7 4,290,783 11.3

 ４ 自己株式 △93,822 △0.3 △102,649 △0.3 △99,044 △0.3

   株主資本合計 13,024,696 36.2 13,259,027 36.4 13,301,924 35.1

Ⅱ 評価・換算差額等

   その他有価証券 
   評価差額金

2,369,356 6.6 2,544,526 7.0 2,747,053 7.2

Ⅲ 新株予約権 5,229 0.0 36,162 0.1 20,664 0.1

   純資産合計 15,399,282 42.8 15,839,716 43.5 16,069,641 42.4

   負債純資産合計 36,013,613 100.0 36,437,123 100.0 37,860,161 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 16,993,574 100.0 16,929,596 100.0 35,288,290 100.0

Ⅱ 売上原価 13,894,458 81.8 14,096,436 83.3 28,773,408 81.5

   売上総利益 3,099,116 18.2 2,833,160 16.7 6,514,881 18.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,077,356 18.1 2,922,306 17.2 6,227,995 17.7

   営業利益又は営業 
   損失(△)

21,759 0.1 △89,146 △0.5 286,885 0.8

Ⅳ 営業外収益 ※１ 327,959 1.9 426,394 2.5 901,429 2.6

Ⅴ 営業外費用 ※２ 65,852 0.3 47,107 0.3 117,386 0.4

   経常利益 283,866 1.7 290,141 1.7 1,070,928 3.0

Ⅵ 特別利益 ※３ 46,834 0.3 56,004 0.3 48,339 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４ 81,571 0.5 113,184 0.6 249,338 0.7

   税引前中間(当期) 
   純利益

249,129 1.5 232,961 1.4 869,930 2.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

9,500 10,000 142,000

   法人税等調整額 89,289 98,789 0.6 100,854 110,854 0.7 164,749 306,749 0.8

   中間(当期)純利益 150,340 0.9 122,107 0.7 563,181 1.6



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
  

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計

資本準備金
その他資本

剰余金

その他利益剰余金

固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 4,733,160 4,238,942 100,859 15,715 3,125,243 924,139 △94,984 13,043,075

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 13,860 13,860 27,720

 固定資産圧縮積立金の取崩 △4,649 4,649 －

 別途積立金の積立 350,000 △350,000 －

 剰余金の配当 △163,438 △163,438

 役員賞与 △33,700 △33,700

 中間純利益 150,340 150,340

 自己株式の取得 △6,110 △6,110

 自己株式の処分 △463 7,273 6,810

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

13,860 13,860 △463 △4,649 350,000 △392,148 1,162 △18,379

平成18年９月30日残高(千円) 4,747,020 4,252,802 100,396 11,065 3,475,243 531,990 △93,822 13,024,696

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高(千円) 2,576,187 － 15,619,262

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 27,720

 固定資産圧縮積立金の取崩 －

 別途積立金の積立 －

 剰余金の配当 △163,438

 役員賞与 △33,700

 中間純利益 150,340

 自己株式の取得 △6,110

 自己株式の処分 6,810

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

△206,830 5,229 △201,601

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△206,830 5,229 △219,980

平成18年９月30日残高(千円) 2,369,356 5,229 15,399,282



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

その他利益剰余金

固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 4,751,970 4,257,752 100,462 9,767 3,475,243 805,771 △99,044 13,301,924

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 1,115 1,115 2,230

 固定資産圧縮積立金の取崩 △1,004 1,004 －

 別途積立金の積立 200,000 △200,000 －

 剰余金の配当 △163,855 △163,855

 中間純利益 122,107 122,107

 自己株式の取得 △4,217 △4,217

 自己株式の処分 227 611 839

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額（純額)

中間会計期間中の変動額合計 
(千円)

1,115 1,115 227 △1,004 200,000 △240,743 △3,605 △42,896

平成19年９月30日残高(千円) 4,753,085 4,258,867 100,689 8,763 3,675,243 565,027 △102,649 13,259,027

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

平成19年３月31日残高(千円) 2,747,053 20,664 16,069,641

中間会計期間中の変動額

 新株の発行 2,230

 固定資産圧縮積立金の取崩 －

 別途積立金の積立 －

 剰余金の配当 △163,855

 中間純利益 122,107

 自己株式の取得 △4,217

 自己株式の処分 839

 株主資本以外の項目の中間 
  会計期間中の変動額(純額)

△202,526 15,498 △187,028

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△202,526 15,498 △229,925

平成19年９月30日残高(千円) 2,544,526 36,162 15,839,716



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
  

  

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計

資本準備金
その他資本
剰余金

その他利益剰余金

固定資産 

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 4,733,160 4,238,942 100,859 15,715 3,125,243 924,139 △94,984 13,043,075

事業年度中の変動額

 新株の発行 18,810 18,810 37,620

 固定資産圧縮積立金の取崩 △5,947 5,947 －

 別途積立金の積立 350,000 △350,000 －

 剰余金の配当 △303,796 △303,796

 役員賞与 △33,700 △33,700

 当期純利益 563,181 563,181

 自己株式の取得 △14,682 △14,682

 自己株式の処分 △397 10,623 10,226

 株主資本以外の項目の 
  事業年度中の変動額（純額)

事業年度中の変動額合計 
(千円)

18,810 18,810 △397 △5,947 350,000 △118,367 △4,059 258,848

平成19年３月31日残高(千円) 4,751,970 4,257,752 100,462 9,767 3,475,243 805,771 △99,044 13,301,924

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

平成18年３月31日残高(千円) 2,576,187 － 15,619,262

事業年度中の変動額

 新株の発行 37,620

 固定資産圧縮積立金の取崩 －

 別途積立金の積立 －

 剰余金の配当 △303,796

 役員賞与 △33,700

 当期純利益 563,181

 自己株式の取得 △14,682

 自己株式の処分 10,226

 株主資本以外の項目の 
  事業年度中の変動額(純額)

170,866 20,664 191,530

事業年度中の変動額合計 
(千円)

170,866 20,664 450,378

平成19年３月31日残高(千円) 2,747,053 20,664 16,069,641

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基 ① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券



準及び評価方法 子会社株式及び関連会社

株式

移動平均法による原価法

子会社株式及び関連会社

株式

同左

子会社株式及び関連会社

株式

同左

その他有価証券

・時価のあるもの

中間決算期末日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

定)

その他有価証券

・時価のあるもの

同左

その他有価証券 

・時価のあるもの

決算期末日の市場価格

等に基づく時価法(評

価差額は、全部純資産

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定)

・時価のないもの

移動平均法による原価

法

・時価のないもの

同左

・時価のないもの

同左

② デリバティブ

金利スワップ契約につい

ては、特例処理の要件を

満たすため時価評価をせ

ず、その金銭の受払の純

額を金利交換の対象とな

る負債に係る利息に加減

して処理しております。

② デリバティブ

同左

② デリバティブ

同左

③ たな卸資産

総平均法による原価法

③ たな卸資産

同左

③ たな卸資産

同左

２ 固定資産の減

価償却の方法

① 有形固定資産

定率法によっておりま

す。

ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。

① 有形固定資産

定率法によっておりま

す。

ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)並

びに工具器具備品のうち

量産金型については、定

額法を採用しておりま

す。

① 有形固定資産

定率法によっておりま

す。

ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用

しております。

 

なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。

建物及び 
構築物

10～50年

機械装置 ９～15年

 

なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。

建物及び
構築物

10～50年

機械装置 ９～15年

 

なお、主な耐用年数は次

のとおりであります。

建物及び 
構築物

10～50年

機械装置 ９～15年

（会計処理の変更）

＿＿＿＿ (1)法人税法の改正に伴い、

当中間会計期間より、平

成19年4月1日以降に取得

した有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に

基づく減価償却の方法に

変更しております。これ

により、売上総利益が

34,874千円、営業利益、

経常利益及び税引前中間

純利益はそれぞれ37,070

千円減少しております。

＿＿＿＿



  

  

 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

   ＿＿＿＿ (2)当中間会計期間より、有

形固定資産「工具器具備

品」のうち量産金型につ

いて、減価償却の方法を

定率法から定額法へ変更

しております。この変更

は量産金型に係る代金の

回収方法が個別割掛方式

から均等月割方式に概ね

移行していること、及び

量産金型の個別原価管理

をより徹底することに伴

い、当該収益と費用との

対応をより明瞭に把握す

るためのものでありま

す。なお、これによる損

益に与える影響は軽微で

あります。 

   ＿＿＿＿

② 無形固定資産

定額法によっておりま

す。なお、自社利用のソ

フトウェアは、社内にお

ける見込利用可能期間

(５年)に基づく定額法を

採用しております。

② 無形固定資産

同左

② 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上

基準

① 貸倒引当金

売掛金等の債権の貸倒に

よる損失に備えるため、

一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

① 貸倒引当金

同左

① 貸倒引当金

同左

② 投資損失引当金 ② 投資損失引当金 ② 投資損失引当金

関係会社等への投資に対

する損失に備えるため、

当該会社の資産内容及び

将来の業績見込を勘案し

て 計 上 し て お り ま

す。     

関係会社への投資に対す

る損失に備えるため、当

該会社の資産内容及び将

来の業績見込を勘案して

計上しております。

同左



  

  

   
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
 至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末に

おいて発生していると認

められる額を計上してお

ります。

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年

数(10年)による按分額

(定額法)を、費用処理し

ております。

数理計算上の差異は、そ

の発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による按分

額(定額法)を、それぞれ

発生した年の翌事業年度

より費用処理しておりま

す。

③ 退職給付引当金

同左

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末

における退職給付債務

及び年金資産の見込額

に基づき、当会計期間

末において発生してい

ると認められる額を計

上しております。

過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定

の年数(10年)による按

分額(定額法)を、費用

処理しております。

数理計算上の差異は、

その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内

の一定の年数(10年)に

よる按分額(定額法 )

を、それぞれ発生した

年の翌事業年度より費

用処理しております。

４ 外貨建の資産

又は負債の本

邦通貨への換

算基準

外貨建金銭債権債務は、中間

決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

同左 外貨建金銭債権債務は、決算

日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。

５ ヘッジ会計の

方法

① ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引につい

ては、特例処理の要件を

満たすものについては、

特例処理によっておりま

す。

① ヘッジ会計の方法

同左

① ヘッジ会計の方法

同左

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…金利スワ

ップ取引  

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…同左
 

② ヘッジ手段とヘッジ対象

・ヘッジ手段…同左

・ヘッジ対象…借入金の

金利  
・ヘッジ対象…同左

 
・ヘッジ対象…同左

③ ヘッジ方針

借入債務の金利変動リス

クをヘッジする目的で行

なっております。

③ ヘッジ方針

同左

③ ヘッジ方針

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引につい

ては、特例処理の要件に

該当するかの判定をもっ

て、ヘッジ有効性の評価

に代えております。

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

６ その他中間財

務諸表(財務

諸表)作成の

ための基本と

なる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税は税

抜方式によっております。

消費税等の会計処理
同左

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
  至  平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
  至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
 至 平成19年３月31日)

（企業結合に係る会計基準）  

 当中間会計期間より「企業結合に

係る会計基準」（企業会計審議会

平成15年10月31日）及び「事業分離

等に関する会計基準」（企業会計基

準第7号 平成17年12月27日）並びに

「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業

会計基準適用指針第10号 平成17年

12月27日）を適用しております。  

 

＿＿＿＿＿ （企業結合に係る会計基準）  

 当事業年度より「企業結合に係る

会計基準」（企業会計審議会 平成

15年10月31日）及び「事業分離等に

関する会計基準」（企業会計基準第

7号 平成17年12月27日）並びに「企

業結合会計基準及び事業分離等会計

基準に関する適用指針」（企業会計

基準適用指針第10号 終改正平成

18年12月22日）を適用しておりま

す。  

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）  

 当中間会計期間より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第5号 平成17年

12月9日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月9日）を適用し

ております。従来の資本の部の合計

に相当する金額は15,394,053千円で

あります。  

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。  

 

＿＿＿＿＿ （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準）  

 当事業年度より「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第5号 平成17年12月

9日）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月9日）を適用してお

ります。従来の資本の部の合計に相

当する金額は16,048,977千円であり

ます。  

 なお、当事業年度における貸借対

照表の純資産の部については、財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の

財務諸表等規則により作成しており

ます。 

（ストック・オプション等に関する

会計基準等）  

 当中間会計期間より「ストック・

オプション等に関する会計基準」

（企業会計基準第8号 平成17年12

月27日）及び「ストック・オプショ

ン等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第11号 平

成18年5月31日）を適用しておりま

す。  

 これにより、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益が5,229千円

減少しております。

＿＿＿＿＿ （ストック・オプション等に関する

会計基準等）  

 当事業年度より「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」（企業

会計基準第8号 平成17年12月27

日）及び「ストック・オプション等

に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第11号 終改

正平成18年5月31日）を適用してお

ります。  

 これにより、営業利益、経常利益

および税引前当期純利益が20,664千

円減少しております。



次へ 

  

  

 
  

(追加情報) 

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
  至  平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
  至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
 至 平成19年３月31日)

＿＿＿＿＿ （不動産賃貸料等の計上区分の変 

更） 

 従来、借上社宅等の支払家賃及び

貸与機械装置の減価償却費等は売上

原価、販売費及び一般管理費に計上

し、従業員等の負担分として収受す

る受取家賃並びに貸与先から収受す

る受取賃貸料は営業外収益に計上し

ておりましたが、当中間会計期間よ

り、当該受取家賃及び受取賃貸料を

売上原価並びに販売費及び一般管理

費より控除する方法に変更しており

ます。 

 この変更は当該金額の重要性が増

加傾向にあるため、実質的な費用負

担を明確にし、営業損益区分をより

適正に表示するために行ったもので

あります。 

 これにより、売上総利益は4,587

千円増加、営業利益は55,312千円増

加しましたが、営業外収益も同額減

少したため、経常利益及び税引前中

間純利益に与える影響はありませ

ん。 

 

＿＿＿＿＿

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
  至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
  至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
 至 平成19年３月31日)

 平成18年6月23日開催の定時株主

総会において、役員退職慰労金制度

の廃止ならびに役員退職慰労金の打

切り支給（退任時）を決議しており

ます。これにより、役員退職慰労引

当金として前事業年度末に計上して

おりました引当金 111,200千円を全

額取崩し同額（役員退職慰労金の打

切り支給額）を固定負債の「その

他」（長期未払金）として計上して

おります。

＿＿＿＿＿  平成18年6月23日開催の定時株主

総会において、役員退職慰労金制度

の廃止ならびに役員退職慰労金の打

切り支給（退任時）を決議しており

ます。これにより、役員退職慰労引

当金として前事業年度末に計上して

おりました引当金 111,200千円を全

額取崩し同額（役員退職慰労金の打

切り支給額）を固定負債の「その

他」（長期未払金）として計上して

おります。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

項目
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資

産の減価償

却累計額

19,093,174千円 19,653,465千円 19,344,192千円

※２ 担保資産

(1) 債務の担

保に供し

ている資

産

 

担保資産

次 の 資 産 を 長 期 借 入 金

2,900,000 千円の担保とし

て、工場財団抵当及び不動産

抵当に供しております。 

 

 
工 場 財
団抵当 
(千円)

不動産 
抵当 
(千円)

建物 201,357 451,799

構築物 24,956 ー 

機械装置 547,781 ー

土地 68,065 317,927

計 842,160 769,727
 

担保資産

次の資産を設備資金借入金

（長 期 借 入 金 2,100,000 千

円、一年以内返済予定の長期

借入金800,000千円）の担保

として、工場財団抵当及び不

動産抵当に供しております。
工 場 財
団抵当 
(千円)

不動産
抵当 
(千円)

建物 185,665 429,545

構築物 22,461 ー

機械装置 404,919 ー

土地 68,065 317,927

計 681,112 747,473

担保資産

次の資産を設備資金借入金

（長 期 借 入 金 2,100,000 千

円、一年以内返済予定の長期

借入金800,000千円）の担保

として、工場財団抵当及び不

動産抵当に供しております。
工 場 財
団抵当 
(千円)

不動産 
抵当 
(千円)

建物 196,855 444,310

構築物 24,404 ー

機械装置 440,819 ー

土地 68,065 317,927

計 730,144 762,238

(2) その他の

担保資産

社内預金(376,133千円)保全

のため、投資有価証券(帳簿

価額)597,060千円を担保に

供しております。

社内預金(363,917千円)保全

のため、投資有価証券(帳簿

価額)630,540千円を担保に

供しております。

社内預金(361,804千円)保全

のため、投資有価証券(帳簿

価額)702,150千円を担保に

供しております。

 ３ 偶発債務

 

会社等の金融機関からの借入

債務に対して債務保証を行っ

ております。

(1) 債務保証
天津日特固防
音配件有限公
司

175,011千円

日特固(広州)
防音配件有限
公司

357,854千円

SRN Sound 
Proof Co., 
Ltd.

85,722千円

計 618,588千円
 

会社等の金融機関からの借入

債務に対して債務保証を行っ

ております。

(1) 債務保証
天津日特固防
音配件有限公
司

179,938千円

日特固(広州)
防音配件有限
公司

173,236千円

SRN Sound
Proof Co., 
Ltd.

42,388千円

計 395,562千円

会社等の金融機関からの借入

債務に対して債務保証を行っ

ております。

(1) 債務保証

天津日特固防
音配件有限公
司

178,999千円

日特固(広州)
防音配件有限
公司

281,116千円

SRN Sound
Proof Co., 
Ltd.

99,640千円

計 559,757千円

 

(2) 保証予約

ニットクメン
テ㈱

218,630千円

㈱ 日本ヒーテ
ィングプラン

8,250千円

計 226,880千円
 

(2) 保証予約

日晃工業㈱ 942,500千円

ニットクメン
テ㈱

187,987千円

㈱ 日本ヒーテ
ィングプラン

5,250千円

計 1,135,737千円
 

(2) 保証予約

日晃工業㈱ 1,017,500千円

ニットクメン
テ㈱

250,000千円

㈱ 日本ヒーテ
ィングプラン

6,000千円

計 1,273,500千円

 ４ 受取手形 

   裏書高
218,454千円 250,839千円 273,550千円



  

 
  

項目
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※５ 中間会計期

間末日(期

末日)満期

手形

中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、当中間

会計期間の末日が金融機関の

休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理し

ております。当中間期末日満

期手形の金額は以下のとおり

であります。

中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、当中間

会計期間の末日が金融機関の

休日でしたが、満期日に決済

が行われたものとして処理し

ております。当中間期末日満

期手形の金額は以下のとおり

であります。

期末日満期手形の会計処理に

ついては、当事業年度の末日

が金融機関の休日でしたが、

満期日に決済が行われたもの

として処理しております。当

事業年度末日満期手形の金額

は以下のとおりであります。

 

受取手形 227,921千円

支払手形 126,247千円
設備支払手形 106,090千円

 

受取手形 223,030千円

支払手形 52,418千円
設備支払手形 19,114千円

 

受取手形 232,472千円

支払手形 109,474千円
設備支払手形 59,704千円

※６ 消費税等の

取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺し、相殺後の金額は

流動資産の「その他」に含め

て表示しております。

仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺し、相殺後の金額は

流動負債の「その他」に含め

て表示しております。

―――――



(中間損益計算書関係) 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益の主要項目

受取利息 17,605千円 2,263千円 29,137千円

受取配当金 215,869千円 366,053千円 667,796千円

※２ 営業外費用の主要項目

支払利息 43,737千円 43,722千円 87,313千円

※３ 特別利益の主要項目

固定資産売却益

 機械装置 －千円 500千円 48千円

 その他 －千円 －千円 1,456千円

      投資有価証券売却益 23,310千円 55,504千円 23,311千円

受取保険金 23,523千円 －千円 23,523千円

※４ 特別損失の主要項目 
固定資産除却損

 建物 23,333千円 29,041千円 35,538千円

    機械装置 24,291千円 72,667千円 118,266千円

 その他 33,946千円 11,475千円 93,806千円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 794,071千円 988,791千円 1,805,136千円

無形固定資産 39,697千円 42,520千円 81,579千円



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 
  

自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳 単元未満株式の買取りによる増加  7,726株 
減少数の内訳 新株予約権の権利行使による減少 15,000株 

           単元未満株式の売渡しによる減少    160株 

  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  
増加数の内訳 単元未満株式の買取りによる増加  6,511株 

減少数の内訳 単元未満株式の売渡しによる減少  1,222株 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

自己株式に関する事項 

 
    (変動事由の概要)  

    増加数の内訳 単元未満株式の買取りによる増加  15,530株 
           取引先からの取得         3,927株 
    減少数の内訳 新株予約権の権利行使による減少  20,000株 
           単元未満株式の売渡しによる減少  1,964株 

  

(リース取引関係) 

該当事項はありません。 

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

第102期(平成19年４月１日より平成20年３月31日まで)の中間配当については、平成19年11月13日開

催の取締役会において、平成19年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主

に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 200,779 7,726 15,160 193,345

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式(株) 198,272 6,511 1,222 203,561

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 200,779 19,457 21,964 198,272

① 中間配当金の総額 140,445,834円



 
  

② １株当り中間配当金 ６円

③ 支払請求権の効力発生日
ならびに支払開始日

平成19年11月30日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

(1) 
 

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第101期)

自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日

平成19年６月25日 
関東財務局長に提出

 
(2) 
 

有価証券報告書の 
訂正報告書

事業年度 
(第101期)

自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日

平成19年10月22日 
関東財務局長に提出



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月14日

日本特殊塗料株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本特殊塗料株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日本特殊塗料株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  江  口      潤 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  麻  生  和  孝 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月14日

日本特殊塗料株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本特殊塗料株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中

間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、日本特殊塗料株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに

同日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャ

ッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  江  口      潤 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  麻  生  和  孝 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成18年12月14日

日本特殊塗料株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている日本特殊塗料株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第101期事業年度の中間会計

期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間

損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本特殊塗料株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  江  口     潤 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  麻  生   和  孝 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。



独立監査人の中間監査報告書 
 

  

平成19年12月14日

日本特殊塗料株式会社 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている日本特殊塗料株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第102期事業年度

の中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対

照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、日本特殊塗料株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  江  口     潤 ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  麻  生   和  孝 ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しており

ます。
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